
 

（１）教 務 規 則 
 
 （趣旨） 

第１条 本校の教務に関しては、学則その他別に定めるもののほか、この規則の定めると

ころによる。 

 （授業） 

第２条 授業終始の時刻は、別に定める。 

 （出欠） 

第３条 この規則において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 （１） 欠席 出席すべき日に出校しない場合をいう。 

 （２） 欠課 各授業時間を完全に欠いた場合をいう。 

 （３） 遅刻 各授業時間に遅れた場合をいう。 

 （４） 早退 各授業時間の中途で退出した場合をいう。 

 （５） 忌引 学生準則第16条に定める事由に該当した場合をいう。 

２ 欠課、遅刻及び早退の取り扱いは、遅刻及び早退の回数の和２回を欠課１時間に、欠

課７時間を欠席１日に換算し処理するものとする。 

３ 懲戒処分による停学期間は欠席とみなす。 

 （欠席等の取扱） 

第４条 出席簿は、各学年のクラス毎に備え、出席及び欠席等の状況を記入する。 

２ 出席簿の様式は、別に定める。 

 （公認欠席） 

第５条 次に掲げる欠席（以下「公認欠席」という。）は出席日数に含める。 

（１） 法定伝染病発生等のための出席停止 

（２） 父母及び近親の喪に服するための忌引 

（３） 風水害・地震又は火災等の不測の災害による欠席 

（４） 通常の経路及び方法により通学するための交通機関又は交通路の事故等による 

欠席 

（５） 対外試合等の学校外で行われる活動への参加のための欠席 

（６） 就職試験、大学編入学試験等のため学科長が認めた欠席 

（７） 学校管理下における負傷等による欠席 

（８） 教務委員会が認めた欠席 

２ 欠席届の他必要な証明書を提出しなければならない。 

 （校外実習及び地域教育） 

第６条 学生は、学術応用の実際の習得を目的とした校外実習及び地域教育を行うことが

できる。 

２ 校外実習及び地域教育に関し、必要な事項は別に定める。 

 （試験） 

第７条 試験は、定期試験、中間試験、追試験及び単位認定試験とする。 



 

２ 定期試験は、前期の期末に行う前期末試験及び後期の期末に行う学年末試験とする。

（以下「期末試験」という。） 

３ 中間試験は、前期・後期の期間中において、その科目を担当する教員が必要と認める

科目について行う。 

第８条 試験の時間割振表は、試験開始日の10日前に、所定の掲示場所に発表するものと

する。 

 （追試験） 

第９条 公認欠席又は疾病により期末試験を受けることができなかった者には、追試験を

行うことができる。 

２ 追試験を受けようとする者は、速やかに追試験願（別紙様式）を提出し、許可を受け

なければならない。 

３ 追試験を行う場合は、期末試験終了後７日以内に行うものとする。 

（受験制限） 

第１０条 試験中不正行為をした者は、当該期間に実施する他の科目の試験は、受験でき

ない。 

２ 懲戒処分を受けた者が、処分期間と試験期間が重なった場合は、試験を受験できない。 

 （成績評価） 

第１１条 各教科担当教員は、試験終了後指定の日までに成績を提出するものとする。 

２ 成績評価は、次の各号によるものとする。 

（１） 中間試験の場合にあっては、その試験成績により評価する。 

（２） １年を通じて授業を行う科目の前期末試験の評価は、その期間中の試験成績及

び平常成績等を総合したものにより行う。 

（３） 学年成績は、その期間中の試験成績及び平常成績を総合したものにより評価す

る。 

（４） 前期又は後期のみ授業を行う科目については、その期間中の試験成績及び平常

成績を総合したものにより評価し、学年成績とする。 

 （成績評点及び評語） 

第１２条 成績は、１００点法によるものとし、評語で表す場合は、次の基準による。 

  優  ８０点以上 

  良  ７０点以上 ８０点未満 

  可  ６０点以上 ７０点未満 

  不可 ６０点未満 

２ 学年成績が６０点未満、又は各科目において、欠課時数が年間授業時数の４分の１を

超える科目は、不合格とし未修得とする。 

 （再評価） 

第１３条 進級認定会議の結果、未修得科目を有しながら進級した者は、欠課時数が年間

授業時数の３分の１を超えない科目について、別に定める単位認定試験を受けるこ

とができる。 

２ 単位認定試験を受けようとする者は、単位認定試験願（別紙様式）を４月１５日まで

に提出しなければならない。 



 

３ 単位認定試験の結果、合格した科目の単位は、当該科目を履修した学年の単位として

修得累計単位数に加算する。 

４ 単位認定試験の結果、合格した科目の学年成績の評価は、６０点とする。 

（評価の制限） 

第１４条 公認欠席に該当する理由又は疾病により期末試験及び追試験を受けなかった

者の評価は、他の学期の成績及び当該科目の平常成績を考慮して試験成績とするこ

とができる。ただし、その評価は８０点を超えないものとする。 

第１５条 追試験の成績は、原則として８０点を超えないものとする。 

第１６条 公認欠席又は疾病以外の理由で試験を受けなかった者、答案を提出しなかった

者又は懲戒処分のため試験を受けることができなかった者の当該科目の試験成績

は０点とする。 

２ 試験中に不正行為をした者の試験の成績は、当該試験期間の全試験科目について０点

とする。 

 （他の高等教育機関において履修した単位の認定） 

第１７条 学則第14条の２、第14条の３及び第27条の２の規定により他の高等教育機関に

おいて修得した単位は、８単位を超えない範囲で本校における授業科目の履修とみ

なし､単位の修得を認定することができる。 

 （卒業・進級認定） 

第１８条 校長は学年末において、原則として第２項各号のすべての基準に該当する者に

ついて、卒業・進級認定会議に諮り当該学年の課程の修了を認定する。 

２ 認定基準 

（１）   出席日数が出席すべき日数の５分の４（長期病欠者は３分の２）以上であること。 

（２）   第３学年以下については、特別活動の履修状況が良好な者。 

（３）   第４学年については、未修得の必修科目全てについて、欠課時数が年間授業時数

の３分の１を超えないこと。 

（４） 修得累計単位が次の基準を満たしていること。 

① 第１学年については、２５単位以上であること。 

② 第２学年については、５６単位以上であること。 

③ 第３学年については、９２単位以上であること。 

④ 第４学年については、１２８単位以上であること。 

⑤ 第５学年については、１６７単位以上であること。（そのうち、一般科目につい 

ては７５単位以上、専門科目については８２単位以上とする。） 

（５）   上記の単位数には、別に定める特別学修単位を含めることができる。 

３ 校長は第４学年までについては、その学年課程の修了者を進級させる。 

４ 校長は第５学年については全学年課程の修了者を卒業させる。 

（原級留置） 

第１９条 当該学年における課程の修了の認定をうけることができなかった者は、原学年

に留める。（以下「原級留置」という。） 

 

 



 

第２０条 原級留置の決定を受けた者は、その年度において履修した科目の全科目を履修

しなかったものとし、当該学年における所定の科目をすべて再履修するものとす

る。ただし、４学年以上の科目においては成績が８０点以上の科目に限り、当該学

年で履修し修得したものとし、再履修を免除する。 

２ 第４学年に原級留置を受けた者が、前項の規定により再履修を免除された場合は、第

５学年の授業科目を履修することができる。その科目の履修については、第５学年

生と同等に取り扱うものとし、修得した単位は、第５学年修了時に履修したものと

する。この場合、当該科目担当教員に申請し承認を得なければならない。 

３ 原級留置の決定を受けた者が、休学による場合を除き、引き続き原級留置の決定を受

けた場合、本校に在籍することができない。 

４ 原級留置に決定された者が、その年度末に退学する場合の特例については、別に定め

る。 

 （成績の通知） 

第２１条 前期末試験及び学年末試験並びに中間試験の成績は、通知書にその評価を記載

して保護者に通知するものとする。 

 （編入学生） 

第２２条 編入学生の単位の取り扱いについては、入学年以前の学年の単位は全て取得し

たものとする。 

第２３条 この規定によりがたい場合は、その都度教務委員会が定める。 

   附 則 

１ この規則は、平成１４年４月１日から施行する。 
２ 宇部工業高等専門学校教務規則（昭和６３年８月９日制定）及び宇部工業高等専門学校

における文部科学大臣認定技能審査の学修による単位取得の認定に関する内規（平成８年

４月１日制定）は廃止する。 
   附 則 

 この規則は、平成１５年４月１日から施行する。 
   附 則 

１ この規則は、平成１６年４月１日から施行する。 
２ この規則は、施行の際、改正後の規則第１２条及び第１３条については、平成１６年度

入学生から適用する。 
   附 則 

 この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 
   附 則 

 この規則は、平成１８年４月１日から施行する。 
   附 則 

 この規則は、平成２０年４月１日から施行する。 



（２）学業成績の評価及び各学年の課程修了 
並びに卒業の認定に関する内規 

 
１．定期試験 
（１） それぞれの科目を担当する教員は、定期試験が始まる日の約４週間前 
までに、教員別年間授業実施計画書を教務・入試係に提出する。 

（２） 試験の監督は、原則として常勤の教員が行う。 
（３） 試験の時間割及び試験監督の割り振り表は、教務主事が原案を作成し、校
長が決定する。 

（４） 試験の時間割は、試験開始の１０日前に掲示により学生に周知させる。 
（５） 試験時間は、１００分とする。 
（６） 監督者は、不正行為のないように注意し、答案は、必ず提出させる。 
（７） 試験開始３０分経過後は、入室させない。 

また、試験開始５０分以内は退出させない。 
（８） 学生用試験時間割を発表する場合は、監督者氏名は載せない。 
２．追試験 
 （１） 追試験は、その科目を担当する教員が，期末試験終了後原則として７日以

内に実施する。 
（２） 公認欠席又は疾病で期末試験を受けられなかった者は、診断書又は証明書
を添えて欠席届を提出しなければならない。 
なお、病気、事故等に際しては、当日速やかに、口頭、電話等によって教

務・入試係に連絡し、当該試験の終了後原則として３日以内に書類の届出を

完了しなければならない。 
３．学業成績 
（１） 成績の報告は、指定の日までに教務・入試係へ提出する。 
（２） それぞれの科目を担当する教員は、前期末及び学年末成績については、

試験の成績及び平常成績等を総合したものを１００点法で記入して提出す

る。 
（３） 前期又は後期のみの授業科目は、その期の成績が学年成績である。 
ただし、第５学年における前期のみの授業科目の学年成績は、学年末試験

終了日までに報告するものとする。 
（４） ４単位以上の科目は、２単位ずつに分割して成績の評価をすることができ
る。 

（５） 公認欠席又は疾病により中間試験を受けなかった者の評価はしない。 
（６） １年間を通じて行う科目について、定期試験を行うことが適当でない場合
は、平常成績を総合して学年成績を評価してもよい。ただし、その場合は前

期末試験の評価は提出を要しない。 
４．単位認定試験 
（１） 単位認定試験の成績は、１２月１５日までに教務・入試係へ報告する。 
（２） 単位認定試験は、原則としてその科目を担当した教員が行い、適宜その科
目を学習するように指導する。 

 



（３） その科目を担当した教員が転出した等の事由のため（２）の措置をとるこ
とができない場合は、一般科にあっては各教科において、専門学科にあって

は、各学科において、試験の担当教員を指名し教務・入試係に通知する。 
（４） 教務・入試係は、所定の日までに試験を担当する教員及び学級担任に受験
者名等を通知する。 

（５） 試験を担当する教員は、所定の日までに受験する学生に対して必要事項等を、
掲示により通知する。 

５．卒業・進級 
  卒業・進級認定会議では、規則 18条第２項に定める認定基準によって合格者と
不合格者を決定する。 
６．学年の課程修了（特例） 
（１） 原級措置が決定した者について、転学や進級又は就職等のため、その年

度内に退学の申し出があった場合は、原則として下記の修得累計単位の基

準を満たしている場合に修了を認める。ただし、原級留置時の年間欠席日

数が出席すべき日数の４分の１未満の者とする。 
   ① 第１学年については、２０単位以上であること。 
             （当該学年の開設科目１０単位以上の取得を含む。） 
   ② 第２学年については、４５単位以上であること。 
             （当該学年の開設科目１０単位以上の取得を含む。） 
   ③ 第３学年については、８０単位以上であること。 
             （当該学年の開設科目１０単位以上の取得を含む。） 
   ④ 第４学年については、１００単位以上であること。 
             （当該学年の開設科目１０単位以上の取得を含む。） 
（２） 原級留置になった者が、年度の途中で退学を申し出た場合（その年度の

進級認定会議の前日、１７時まで）、前年度の成績が６の（１）の修了条件

に該当する者に限り、特別に該当学年の修了を認める。 
７．その他 
（１） 規則 12 条第２項に規定する年間授業時数には、期末試験の時間数を含まな
い。 

（２） 規則 18 条第２項第１号に規定する「出席すべき日数」とは、学則に規定
する休業日以外のすべての日数をいう。 

（３） 規則 18条第２項第２号の「特別活動の履修状況が良好な者」との認定は、
第１学年から第３学年においては、各年度ごとに、ホームルームの欠課時数

がホームルーム総時数の４分の１を超えない者について行うものとする。 
   附 則 

１ この内規は平成１６年４月１日から施行する。 
２ この内規施行の際、改正後の内規６．（１）及び７．（３）については、平成 
１６年度入学生から適用する。 
   附 則 
  この内規は平成１８年４月１日から施行する。 
   附 則 
  この内規は平成２０年４月１日から施行する。 



（３）校外実習学生心得 
 
学生は、実習先の実習指導者の指導を受けるとともに、下記に掲げる事項を守り、

実習の目的を達成するよう心がけること。 
 
１ 規律 
・ 出退勤時間、休息時間を守り、無断の欠勤、遅刻、早退等は避けること。 
・ 社内規律、作業内規等の規則に従うこと。 
・ 学生として、良識のある行動をとり、礼節を守ること。 
・ その他、社内秩序を乱すことのないよう留意すること。 

 
２ 社内機密 
・ 無断で設備、製品等社内の写真撮影をしないこと。 
・ 無断で指定外の場所に立ち入らないこと。 
・ 実習先の許可なく、製品、文献、研究、図面、談話等を社外に漏らしたり、   

持ち出したりしないこと。 
 
３ 安全保持 
・ 操業上の注意事項並びに実習指導者の指示に従い、無断で作業しないこと。 
・ 作業心得、安全心得等をよく守り、細心の注意を払い、事故を起こさないよう

に十分心がけること。 
・ 実習中、危険を感じた場合、早急に実習指導者に連絡すること。 
・ 万一、事故又は異常事態が発生した時は、直ちに実習指導者に報告するととも

に、速やかに学校（学級担任、学生課教務・入試係）に連絡すること。 
 
４ 作業態度 
・ 実習指導者の指示に従い、独自の行動はとらないこと。 
・ 必要以外の設備等に手を触れたりしないこと。 



（４）校外実習の履修・単位認定に関する内規 
 
 （趣旨） 
第１条 この内規は、教務規則第６条の規定により、校外実習の取扱について必要な事項

を定める。 
 （校外実習の定義） 
第２条 校外実習とは、夏季休業中（夏季休業前後の臨時休業期間を含む）に、企業、団

体等において行う就業体験のうち、実際に実習を行う日数が５日以上のものをいう。 
 （履修届の提出） 
第３条 校外実習を行おうとする学生は、校外実習履修届（様式１）に校外実習受入依頼

書（様式２）を添え，学級担任及び学科長を経て、校長へ提出しなければならない。 
 （校外実習の履修） 
第４条 学生は、校外実習を受けるにあたっては、別紙「校外実習学生心得」を遵守しな

ければならない。 
 （校外実習報告書） 
第５条 校外実習を履修した学生は、校外実習報告書（様式３）及び校外実習を受けたこ

とを証明する書類（以下、「実習証明書」という）を校長へ提出しなければならない。 
２ 前項による提出は、実習を行った年度の１０月末日までに提出するものとする。 
 （単位の認定申請） 
第６条 校外実習の単位認定を受けようとする者は、（以下、「認定申請者」という）は、

校外実習単位認定願（様式４）を校長に提出しなければならない。 
２ 前項による申請は、前条に定める校外実習報告書を提出する際に同時に申請するもの

とする。 
 （単位の認定） 
第７条 前条の規定による申請があった時は、校長は、認定申請者が所属する学科長に対

し、校外実習の成績評価を依頼する。 
２ 前項の依頼を受けた学科長は、校外実習及び当該学科における校外実習報告会等に基

づき成績の評価を行い、その結果を１２月末日までに校長に報告するものとする。 
３ 校長は、前項の成績評価の報告に基づき、教務委員会の議を経て、単位を認定するも

のとする。 
４ 校長は、前項の単位を認定した場合は、校外認定単位通知書（様式５）により通知す

るものとする。 
 （修得単位の取扱） 
第８条 前条の規定により認定された単位については、校外実習を履修した学年の修得単

位とする。 
   附 則 
 この内規は、平成１６年４月１日から施行する。  



（５）地域教育の履修・単位認定に関する内規 
 
 （趣旨） 
第１条 この内規は、教務規則第６条の規定により、地域教育の取扱について必要な

事項を定める。 
 （地域教育の定義） 
第２条 地域教育とは、学生が地域の小学校・中学校の児童生徒に対して「ものづく

り」教室を企画開催し、事前事後教育を含めて３０時間以上履修したものをいう。 
 （履修届の提出） 
第３条 地域教育を行おうとする学生は、地域教育履修届を学級担任及び学科長を経

て、校長へ提出しなければならない。 
 （地域教育実施報告書） 
第４条 地域教育を履修した学生は、地域教育報告書を学科長を経て校長へ提出しな

ければならない。  
２ 前項による提出は、地域教育を実施した年度の１２月末日までに行うものとする。 
 （単位の認定申請） 
第５条 地域教育の単位認定を受けようとする者は、（以下、「認定申請者」という）

は、地域教育単位認定願を校長に提出しなければならない。 
２ 前項による申請は、前条に定める地域教育報告書を提出する際に同時に申請する

ものとする。 
 （単位の認定） 
第６条 前条の規定による申請があった時は、校長は、認定申請者が所属する学科長

に対し、地域教育の成績評価を依頼する。 
２ 前項の依頼を受けた学科長は、地域教育及び当該学科における地域教育報告会等

に基づき成績の評価を行い、その結果を１月末日までに校長に報告するものとする。 
３ 校長は、前項の成績評価の報告に基づき、教務委員会の議を経て、単位を認定す

るものとする。 
４ 校長は、前項の単位を認定した場合は、校外認定単位通知書により通知するもの

とする。 
 （修得単位の取扱） 
第７条 前条の規定により認定された単位については、地域教育を履修した学年の修

得単位とする。 
 
   附 則 
 この内規は、平成１８年４月１日から施行する。  
 



（６）資格取得による学修に係る単位修得の認定に関する内規 
 

（趣旨） 

第１条 この内規は、宇部工業高等専門学校学則第14条の３の規定に基づき、資格取得

等による学修（以下「特別学修」という。）に係る単位修得の認定に関し、必要な

事項を定める。 

（特別学修） 

第２条 本校において教育上有益と認める特別学修は、別表のとおりとする。 

（特別学修の単位認定申請手続） 

第３条 前条に規定する特別学修のいずれかに合格したことにより単位の認定を受けよ

うとする者は、特別学修単位認定申請書（別紙様式）及び合格したことを証明する

書類を校長に提出するものとする。 

  ただし、別表で定める資格に２以上の級区分等がある場合、上位の資格の単位修得

後は、当該資格の下位の資格の単位認定申請はできないものとする。 

２ 前項による申請は、原則として修得又は取得した年の12月末までに行うものとする。 

（特別学修の認定） 

第４条 前条の規定による単位認定申請があった場合、校長は教務委員会の議に基づき、

本校における授業科目等の履修とみなし、特別学修の認定を行う。 

 (1) 特別学修に係る認定単位数及び認定科目は別表に記載のとおりとする。 

 (2) 特別学修の認定科目については、本校開設授業料目との科目振替は行わない。 

（特別学修の単位の取扱） 

第５条 前条の規定により認定された特別学修の単位の取扱については、次のとおりと

する。 

 (1) 特別学修の認定単位は、６単位を限度とし、進級認定及び卒業認定に算入できる。 

 (2) 認定された特別学修の単位は、特別措置として、原学年に留められた者も単位と

して認める。 

（成績評価） 

第６条 認定された特別学修に係る成績の評価は、「認定」とする。 

（指導要録等の記載） 

第７条 第４条の規定により特別学修を認定された場合、指導要録等の授業科目欄の記

載については、特別学修認定科目を記載し、成績の評価欄には、「認定」と記載す

る。 

（その他） 

第８条 この内規によりがたい場合は、その都度教務委員会が定める。 

   附 則 

 この内規は、平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この内規は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この内規は、平成２０年４月１日から施行する。 



1 専門 ○

熱 1 専門 ○

３種 1 専門 ○

２種 1 専門 ○

１種 1 専門 ○

２種 1 専門 ○

１種 1 専門 ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

３級
２級
１級
４級
３級
２級
１級

２級
１級
２級
１級

２種 1 専門 ○

１種 1 専門 ○

1 専門 ○ ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○ ○ ○

初級 1 専門 ○ ○ ○ ○ ○

上級 1 専門 ○ ○ ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○ ○

ネットワーク 1 専門 ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○

1 専門 ○ ○ ○

２級 1 専門 ○ ○

１級 1 専門 ○ ○

２級 1 専門 ○ ○

１級 1 専門 ○ ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

騒音 1 専門 ○ ○

振動 1 専門 ○ ○

大気 1 専門 ○

水質 1 専門 ○

乙種 1 専門 ○ ○ ○

甲種 1 専門 ○ ○ ○

丙種 1 専門 ○ １８歳以上

乙種 1 専門 ○ １８歳以上

甲種 1 専門 ○ １８歳以上

乙種 1 専門 ○ １８歳以上

甲種 1 専門 ○ １８歳以上

1 専門 ○ １８歳以上

1 専門 ○ １８歳以上

２種 1 専門 ○

１種 1 専門 ○

丙種 1 専門 ○

乙種 1 専門 ○

甲種 1 専門 ○

３種 1 専門 ○

２種 1 専門 ○

１種 1 専門 ○

1 専門 ○ ○ ○ ○ 一次試験のみ

中級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○ ○

３級 1 専門 ○ ○ ○

２級 1 専門 ○ ○ ○

１級 1 専門 ○ ○ ○

一般 1 専門 ○ ○ ○

環境 1 専門 ○

1 専門 ○

３級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○
準１級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

３級 1 専門 ○

２級 1 専門 ○

１級 1 専門 ○

準２級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

２級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

準１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

３５０～４６９ 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

４７０～５９９ 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

６００～７２９ 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

７３０点以上 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

準２級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

２級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

準１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

２級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

準１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

１級 1 一般 ○ ○ ○ ○ ○

※資格取得名の各学科欄に○が付してあるもののみ、対応する学科の認定科目となる。

日本漢字能力検定（漢検）

高圧ガス製造保安責任者

別表　　　特別学修（資格取得等）による単位の認定について　　　　　　

簿記特講Ⅰ
簿記特講Ⅱ日商簿記検定

技  術  士

1

簿記特講Ⅲ

工業英語特講Ⅱ

実務技能秘書検定

全経簿記検定 （会計 ）
全経簿記検定

全経簿記検定 （工業簿記 ）
簿記検定ⅡＡ
簿記検定Ⅰ

計  量  士

簿記検定ⅡＢ

○
海上特殊無線技士

陸上特殊無線技士

特殊無線技術 1

航空特殊無線技士

専門

○

総合無線通信士

無線通信
海上無線通信士

航空無線通信士

専門

平成20年4月1日

学  　　  科 　　   名認
定
単
位
数

経
営

備   考認定科目名（開設外科目）認められる資格取得名

国際英語特講Ⅲ

実用数学技能特講Ⅱ

国際英語特講Ⅳ

実用数学技能検定（数検）
実用数学技能特講Ⅰ

実用数学技能特講Ⅲ

漢字特講Ⅱ
漢字特講Ⅲ
漢字特講Ⅳ
漢字特講Ⅴ

ＴＯＥＩＣ

ＴＯＥＩＣ・IPテスト

実用英語技能検定（英検）

社会常識能力検定Ⅲ
外国語特講Ⅰ
外国語特講Ⅱ
外国語特講Ⅲ
外国語特講Ⅳ
国際英語特講Ⅰ
国際英語特講Ⅱ

社会常識能力検定Ⅰ
社会常識能力検定（旧全経秘書検定）

秘書特講Ⅰ
秘書特講Ⅱ
秘書特講Ⅲ

社会常識能力検定Ⅱ

一般計量士Ⅰ
環境計量士Ⅰ

技  術  士Ⅰ
バイオ技術認定試験 バイオ技術認定Ⅰ
ボイラー技士 ボイラー技士Ⅰ

工業英語能力検定（工業英検）
工業英語特講Ⅰ

工業英語特講Ⅲ

冷凍保安責任者
火薬類製造保安責任者Ⅰ
火薬類製造保安責任者Ⅱ
火薬類製造保安責任者Ⅲ

高圧ガス製造保安責任者Ⅰ
試験合格後、実務経験を
経て免許を取得

高圧ガス製造保安責任者Ⅱ
高圧ガス製造保安責任者Ⅲ

Ｘ線作業主任者 Ｘ線作業主任者Ⅰ

放射線取扱主任者
放射線取扱主任者Ⅰ
放射線取扱主任者Ⅱ

火薬類取扱保安責任者
火薬類取扱保安責任者Ⅰ
火薬類取扱保安責任者Ⅱ

毒物劇物取扱責任者 毒物劇物取扱責任者Ⅰ

危険物取扱者
危険物取扱Ⅰ
危険物取扱Ⅱ

火薬類製造保安責任者
火薬類製造保安責任者Ⅰ
火薬類製造保安責任者Ⅱ
火薬類製造保安責任者Ⅲ

画像情報技能検定CG部門 （CG検定）
画像情報技能Ⅰ
画像情報技能Ⅱ

公害防止管理者

騒音公害防止管理Ⅰ
振動公害防止管理Ⅰ
大気公害防止管理Ⅰ
水質公害防止管理Ⅰ

情報検索応用
情報検索応用Ⅰ
情報検索応用Ⅱ

ディジタル技術検定
ディジタル技術Ⅰ
ディジタル技術Ⅱ

システム監査技術者 システム監査技術Ⅰ

情報検定
情報検定Ⅰ
情報検定Ⅱ

プロジェクトマネージャ プロジェクトマネージャⅠ
システムアナリスト システムアナリストⅠ

テクニカルエンジニア テクニカルエンジニアⅠ
アプリケーションエンジニア アプリケーションエンジニアⅠ

システムアドミニストレータ
システムアドミニストレータⅠ
システムアドミニストレータⅡ

情報セキュリティアドミニストレータ 情報セキュリティアドミニストレータⅠ

伝送交換主任技術Ⅱ
ソフトウエア開発技術者 情報処理技術Ⅰ
基本情報技術者 情報処理技術Ⅱ

物
質

核燃料取扱主任者 核燃料取扱主任者Ⅰ

電気主任技術Ⅲ

電気工事士
電気工事士Ⅰ
電気工事士Ⅱ

陸上無線技士

伝送交換主任技術者
伝送交換主任技術Ⅰ

制
御

機
械
電
気

一
般
・
専
門

機械設計技術者 機械設計
エネルギー管理士（熱管理士） エネルギー熱管理技術

電気主任技術者
電気主任技術Ⅰ
電気主任技術Ⅱ

陸上無線技術Ⅰ
陸上無線技術Ⅱ



 

（７）他の高等教育機関で取得した単位の取扱い 

 

本科学生が他の高等教育機関で取得した単位について、本科の単位として認定する

場合等の取扱いを次のように定める。 

 

１．認定できる単位は、内容が本校の学習・教育目標及び各学科の教育目的に合っ

ていること。 

２．認定を受けようとする者は、成績証明書及びシラバス（または授業内容がわか

るもの）を添付して、校長に申請するものとする。 

３．前項の申請があった場合、教務委員会は本科の単位として認定できるかどうか

審査し、審査結果を校長に報告する。 

４．校長は、教務委員会の審査結果に基づき、本科の単位として認定を行う。 

５．認定する単位の科目の区分は、内容により一般科目、専門科目のいずれかとす

る。また、認定する評価、単位数は、他の高等教育機関で認定された評価、単位

数とする。 

 

 

 

この取扱いは平成２０年４月１日から適用する。 

 

 



学修単位

（１００分授業） （５０分授業） （９０分授業）

8:45

9:35

9:35

10:25

10分 10分 20分

10:35

11:25

11:25

12:15

12:15～13:00（45分） 12:15～13:00（45分） 12：05～13：00（55分）

13:00

13:50

13:50

14:40

5分 5分 15分

14:45

15:35

15:35

16:25

履修単位：　1単位の授業科目を３０単位時間（1単位時間は標準50分）の履修とする単位。

学修単位：

（国立高等専門学校機構事務局長通達より抜粋）

14:40

14:45

13:00

14:30

14:45

12:05

時　　限

1

2

休憩時間

始　業　時　刻

終　業　時　刻

12:15

4

（８）授業終始時刻

10:35

授　業　時　間

履修単位

8:45

10:25

8:45

10:15

10:35

3

昼休時間

5

授業による教育効果、授業時間外に必要な学修等を考慮し、1単位の授業科目を
45時間の学修とするもの。

6

休憩時間

7

8
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（９）学生表彰規則 
 
 （趣旨） 
第１条 この規則は、宇部工業高等専門学校学則第３８条第２項の規定に基づき、本校の

学生の表彰について定めるものとする。 
 （表彰） 
第２条 表彰は、次の各号の一に該当する者について行うものとする。 
（１） 学業、人物ともに優秀な者 
（２） 5年間を通じて皆勤の者 
（３） 課外活動に卓越した成果を収めた者 
（４） その他学生の模範として推奨できる行為又は功労のあった者 
２ 学校主催行事における成績の顕著な者の表彰については、別に定める。 
 （表彰の推薦） 
第３条 前条第１項第３号及び第４号の表彰に該当すると認められる者のあった場合、職

員は、教務主事、学生主事又は寮務主事等を経て、表彰推薦者（別紙様式１）により推

薦することができる。 
 （表彰の決定） 
第４条 表彰は、第２条第１項第１号及び第２号にあっては教務委員会、同条第１項第３

号及び第４号にあっては、厚生補導委員会等の議を経て、校長が決定するものとする。 
 （表彰の時期） 
第５条 第２条第１項第１号及び第２号に規定する表彰は、卒業時に、同条第１項第３号

及び第４号の表彰は、その都度行うものとする。 
 （授与） 
第６条 校長は、第４条の規定により表彰を決定したときは、表彰状を授与するものとする。 
２ 前項の表彰状授与にあわせて、記念品を贈呈することができる。 
３ 表彰状の様式は、次の各号に定めるとおりとする。 
（１） 第２条第１項第１号の表彰  別紙様式２ 
（２） 第２条第１項第２号の表彰  別紙様式３ 
（３） 第２条第１項第３号の表彰  別紙様式４ 
（４） 第２条第１項第４号の表彰  その都度定める様式 
 （その他） 
第７条 学生の表彰について、この規則によりがたい場合は、その都度関係機関で協議す

るものとする。 
   附 則 

１ この規則は、平成 6年 8月 1日から施行する。 
２ この規則の施行前に作成されたこの規則による改正前の宇部工業高等専門学校文書処

理規則、宇部工業高等専門学校国有財産監守規則、宇部工業高等専門学校発明規則、宇

部工業高等専門学校共同研究取扱規則、宇部工業高等専門学校研究生規則、宇部工業高

等専門学校聴講生規則及び宇部工業高等専門学校学生表彰規則の様式による書面は、こ

の規則による改正後のそれぞれ対応する様式により作成された書面とみなす。 



（１０）視聴覚教室等特別教室使用心得 
 
１ 視聴覚教室等特別教室（「特別教室」とは、視聴覚教室及び合同講義室等、ホーム

ルーム以外の教室をいう。以下同じ。）は、正規の授業のほか、課外講義、講演、演

習、研究発表などの学習及び研修のために使用するものとする。 

２ 使用を希望する場合は、使用責任者があらかじめ教務・入試係を通して直接使用

申込みをする。 

（１） 使用責任者とは、講義等を直接担当する教職員又は学生会のクラブ若しく

は、同好会等の顧問教員をいう 

（２） 使用申込みは、使用希望者（団体）の名称及び使用日時を明確にして行う

ものとする。 

３ 使用時間は、授業に使用するもののほかは、原則として放課後から図書館閉館時

（平日は 17 時 30 分）までとする。 

  特別教室のうち視聴覚教室の使用において、やむを得ず図書館閉館時間を超過す

る場合（特別に企画される講義、演習等）には、あらかじめ教務・入試係へ申し出

た上、使用責任者は、図書室から玄関の施錠その他必要な事項を申し受けるものと

する。 

４ 特別教室のうち、視聴覚教室の機械、器具の取扱いについては、次による。 

（１） 映写・録音室には、指導教員又は、関係教職員以外の者の入室を厳禁する。 

（２） 視聴覚教室内の装置は、すべて指導教員及び関係教職員が操作する。 

ただし、ピアノ及びステレオ装置（映写・録音室関連のものを除く。）につ

いては、この限りではない。 

５ 使用にあたっての注意事項は、おおむね次のとおりとする。 

（１） 使用責任者は、原則として終始指導監督すること。 

（２） 施設、備品等一切の保存に十分留意し、破損又は汚損のあった場合には、

使用責任者は直ちに教務・入試係へのその旨を届け出ること。 

（３） 使用後は、部屋の状態を必ず使用前の状態に復し、窓及び扉の戸締まりと

必要な施錠を行うこと。 



（１１）情報処理センター利用心得 
 
１ 利用者の範囲 
（１） 本校の教職員及び学生 
（２） 校長の承認を得た者 
２ 利用手続 
（１） 第１、第２演習室の利用に当たっては技術職員の指示に従わなければなら

ない。 
（２） その他の計算機施設を利用しようとする者は、別に定める利用願を情報処

理センター長に提出し、許可を得なければならない。 
３ 基幹システムの操作者の範囲 
（１） 技術職員 
（２） 本校の教職員で基幹システムの操作に十分な能力を有すると情報処理セン

ター委員会が認めた者 
４ 利用時間 
（１） 利用時間は以下のとおりとする。 

平 日    午前８時３０分から午後８時まで 
土・日・祝日 午前１０時から午後６時まで 
       （長期休業中などを除く） 

（２） 情報処理センター長が必要と認めた場合は、前号の規定にかかわらず、利

用時間を変更することができる 
５ その他 
（１） 能率的に実習を行い、雑談・飲食等をしないこと。 
（２） 機械が故障した場合は、直ちに技術職員に報告し、その指示に従わなけれ

ばならない。 
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